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里親政策の現状と課題
瀬 下 裕紀子
1.はじめに
筆者が里親制度に関心を持っようになったのは,1991年の高校1年生の夏に,1カ月間
アメリカでホームステイを経験してからであるo滞在したホストファミリィーの家には子
どもが2人いた｡1人は4歳の黒人の女の子,1人は1歳の白人の男の子であり,2人と
も里親委託された児童であった｡2人には血縁関係はなく実の兄弟のようにいっも仲良く
遊んでおり,リビングルームで,里父,里母に囲まれている姿は幸せそのものであった.
帰国1年後また幼い家族が1人加わり,楽しい家庭の様子を伝える便りが届いた｡当時15
歳だった筆者にとっては,このような家族に今まで接することがなかっただけに,この作
られた家族が血縁関係のある実の家族のように生活している光景に強い衝撃を受けた｡と
同時に,アメリカでは,里親委託がごく一般的に行われている事実に驚かされた.
このような体験が発端となり,筆者は要保護児童の生活に関心を抱き,平成10年度から
｢里親政策の現状と課題｣をテーマとして研究に取り組んできた.本研究の中から,今回
は里親制度の意義,里親制度の大要,厚生省統計調査から見た里親制度の実態を報告する｡
2.里親制度の意義
1947(昭和22)年に制定された児童福祉法第1条には ｢すべての児童は,ひとしくその
生活を保障され,愛護されなければならない｣と定められている｡これを受けて同法25,
26,27条には,保護者のいない又は保護者に監督させることが不適切であると認められる
児童に対して指導を行なうが,それが不可能もしくは不適切な場合には,母子寮,保育所
への入所措置をとる｡さらに適切と認めるときは里親委託,保護受託者への委託又は児童
福祉施設への入所措置をとると定めており,わが国における要保護児童の代替的養護事業
は,各種の児童福祉施設における養育事業と,家庭の中で養育することを目的とした里親
制度とが二本柱で展開されている｡
また,児童憲章の2には ｢全ての児童は,家庭で,正しい愛情と知識と技術をもって育
てられ,家庭に恵まれない児童には,これに変わる環境が与えられる｣と述べられている｡
さらに児童権利宣言の第6条にも ｢児童は,その人格の完全な,かっ,調和した発展の
ため,愛情と理解とを必要とする｡児童はできるかぎり,その両親の愛護と責任の下で
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(中略)育てられなければならない｡幼児は例外的な場合を除き,その母から引き離され
てはならない｡社会及び公の機関は,家庭のない児童及び適当な生活維持の方法のない児
童に対して特別の養護を与える義務を有する｣とある｡
児童の権利に関する条約の前文には ｢児童が,その人格の完全かつ調和のとれた発達の
ため,家庭環境の下で幸福,愛情及び理解のある雰囲気の中で成長すべきである｣とうた
われている｡
このように,児童が人間として心身共に健康に成長するには,幼いときから特定の大人
からの暖かい愛情に基づく,個別的で継続した支えが大切であり,児童が家庭の中で養護
されなければならないという原則が明確に示されている｡
この点から家庭養育となる里親制度の意義を様々な見解から検討する｡
(1)1909(明治53)年第1回児童福祉会議におけるのルーズベルト大統領の見解
1909(明治53)年に米国で開かれた第1回児童福祉会議において既に,ルーズベルト大
統領は要保護児童の養護の在り方について次のように提言している｡
｢家庭生活は文化の最高にして最も優れた所在である｡緊急やむを得ないかぎり,子ども
から家庭をうぼってはならない｡もし両親の死亡あるいはやむを得ない事情で子どもが家
庭生活を続けることができなくなる場合には,子どもの実の家庭に最も似た環境で育成さ
れるべきである｡｣1)
松本武子 『里親制度』2)によればこの提言がなされて以来,米国の児童養護の方法は里
親制度に重点をおくようになり,現在も要保護児童の数は里親委託3対,養護施設1の割
合で,里親委託が推進されてきていると記述されている｡また,このルーズベルトの提言
を受けて,松本は里親制度の意義を次のように述べている｡
｢われわれ人の子どもは例外ない限り,親の愛撫によって育成されることの幸せを知っ
ていて,そのことが可能でない場合,ルーズベルトの言のごとく,両親の家庭に最も似た
環境で育成されることが要保護児童にとって幸せであるのは明白である｡しかし,そのよ
うな- すなわち理想的な里親を潤沢にもとめることは至難であるので,これを補う施設
として,また,並立的施設として施設養護が企画されなければならない｡｣
(2) 1947(昭和22)年の厚生省通知 ｢家庭養育運営要綱｣記述の見解
厚生省通知 ｢家庭養育運営要綱｣(3.里親制度の大要参照)には次のように記されてい
る｡
｢児童は両親のもとで保護されるのが最も良いと患われる｡事情によって児童をその家
庭とは異なるところで保護しなければならない場合,児童を預かって保護するものとして
各種の児童福祉施設と個人家庭がある｡児童によっては,頗る個人家庭が適当なものであ
れば,施設による集団保護よりも個人家庭による養育によってよりよく養護される場合が
数多くあると思われる｡
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後者については,児童福祉法は里親の家庭を考えているのであるが,そのほかに実情と
して児童を養子として保護することが広く行われていることにかんがみ,本要項は,たん
に児童福祉法にいう里親家庭について規定するだけでなく,民法にいう養親の家庭をも含
めて広く個人家庭による児童の保護について規定したものである｡｣
ここでは,里親制度の補助的役割として施設をあげているのではなく,松本のことばで
言えば,里親制度の並立的施設として施設養護が位置づけられている｡そして,児童によっ
ては施設による集団保護よりも個人家庭による養育によってよりよく保護される場合が数
多くあると思われるという理念が,個人家庭に委託する理由として記されている｡
また,要保護児童の個人家庭における養護において,児童福祉法における里親制度と民
法における養子縁組の制度をはっきり区別することなく,両者ともに要保護児童の個人家
庭における養護の1つとして位置付けている｡
(3) 現行 ｢里親家庭養育運営要綱｣(1947年に前記要綱を改正したもの)記述の見解
現行の ｢里親等家庭養育運営要綱｣(3.里親制度の大要参照)には ｢里親制度の意義は,
家庭での養育に欠ける児童に,その全人格を養護,育成するための暖かい愛情と正しい理
解をもった家庭を与えることにより,児童の健全な育成を図るものであること｣とあり,
家庭を与えることが児童の健全育成につながるという理念が個人家庭に委託する理念とし
て記されている｡
菊地によると上記は,なぜ里親家庭なのかという点ではやはりはっきりわかりにくいと
指摘する｡そして菊地は里親の定義と里親家庭を使用する理由が明確に述べられているも
のとして 『児童福祉マニュアル』3)をあげている｡｢『児童福祉マニュアル』は ｢キャロル･
マニュアル｣とも愛称され,1950年国際連合から派遣された児童福祉顧問,アリス･K･
キャロール氏が大阪府,福岡県及び宮城県の各中央児童相談所において児童相談所の業務
遂行について実施指導の内容をまとめたものであるとその序文には記されている｡｣4)『児
童福祉マニュアル』には次のように述べられている｡
｢里親とは,その人あるいはその家庭との血縁,結婚,養子縁組等による関係のない子
供を養育する人または家族である｡
里親家庭を使用する理由｡児童を落ち着いた有能な大人に成長させるためには必要な建
設的な影響力の経験は,健全な生活とその家庭と近隣社会との関係にある｡理想を云えば
一人一人の児童がその生まれた家庭で自分と家族と共に此の経験を持っべきである｡何等
かの理由で児童が,此の機会を失った場合,里親がその代替となって,家庭生活の経験と,
近隣社会の活動への正常な参加の機会を与えるのである｡｣5)
わが国においては,里親制度は養子をもとめる手段であるかのように考えられ,養子縁
組と里親制度を同様の制度と認識している人が多いが,ここでは,はっきりと里親制度と
養子縁組制度の区別がなされている｡そして,児童を有能な大人に成長させるためには,
-41-
家庭や近隣社会との関わりが必要であり,その機会を失った場合,児童やその家族と血縁,
結婚,養子縁組等による関係のない人であっても,その役割を代替することができるとい
う理由で里親制度を意義づけている｡
(4) 松本の見解
松本は施設養護と里親養護を比較し,次の3点から里親制度の意義6)を述べている｡
例 家庭養護において
里親養護は,里親家庭の家庭生活ならびに家族関係を手段にし児童の育成をはかるもの
である.したがって里親委託は個人的養護を意味する｡そこでは委託児童一人ひとりを中
心としたきめ細かい養護と教育が行なわれ,児童の生活に,入学,就学状況,友達関係等
の経過を通して家族全員の関心が寄せられることは集団生活の中での関係とはきわめて相
違するものである｡
(j)生活の中の寛容性と規律において
家庭生活は個人的な自由を持ち,常に規則にしぼられることはないのに対して,施設の
生活は規則があり,一定のプログラムのもとに日常生活が進むことによって集団生活の秩
序と平和が保たれる｡そのための施設の生活は家庭生活のようなリラックスしたものでは
なく,緊張感を伴うものである｡このような施設での生活は生活訓練方法として児童によ
い面もある｡ 集団生活の中の統制は他律的であり,機械的な枠組みからできている関係で
あり,家族の中のダイナミックな,自然発生的,心情的なかっ非合理的な,柔軟性のある
家族集団とはきわめて異質のものである｡それゆえ,家庭を営み,自主的な社会人として
生きるパーソナリティを養うためには,その成長を施設児として一貫して過ごすことは児
童にとって決して望ましくない｡施設に生活する児童のために,1日もしくは定期の里親
委託の生活あるいは精神里親の必要性はその欠落を補うものである｡
(T)) 家族員としての人間形成において
家庭生活は親子の感情,接近のしかたなど一口にいえば非合理的な生活である｡しかし,
その非合理的な人間関係や生活状況の中で,安定感をもって生活することができるのが家
庭環境である｡これに対し施設は合理的関係や行動を指針とする集団生活の場である｡養
護施設の中でも,学童と区別された幼児施設では,日常生活の面では複雑さがなく,指導
員にとっては指導訓練が容易であるが,幼児の言語の発達や社会性の成長に欠けることが
指摘されており (都民生局児童部 ｢養護施設,教護院関係資料｣p.23),施設の中でもい
わゆるヨコわり方式では学童や地域との交流がないため∴施設全体が閉鎖的になりやすく,
刺激のないことが幼児の全体的人間形成を停滞させることが記述されている｡ヨコわり式
よりタテわり式が全人的人間形成に優るということは,とりも直さず,里親委託養護が施
設養護より全人的人間形成の視点においてまさるということをさら書きするものである｡
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(5)ホスピタリズム
家庭養護と施設養護の比較研究として有名なものに,ホスピタリズム (施設病)がある｡
施設の児童たちに光が当てられるようになったのは,20世紀初めごろに児童の権利を守る
世界的な運動が展開されるようになってからである｡この研究では,家庭で育った児童に
対し,大規模で管理収納的な施設で乳児期前半にあやしたり抱いたりされる経験をあまり
持たないで育った児童たちが,情緒的にさまざまな問題を持っていることが調査によって
証明され,ホスピタリズム症として指摘されるようになり改善の努力が行われるようになっ
た｡
(6)埼玉中央児童相談所の新規里親登録研修において
筆者が平成10年に参加した埼玉中央児童相談所の新規里親登録研修においては,施設養
護と里親養護を比較し里親制度の意義が次のように述べられた｡
｢施設で出される食事は衛生上の都合により,直接施設では調理されてない (これは各
施設設備の状況により異なる)｡そのため母親が日々台所で料理する姿を子供は見たり,
知ったり,感じたりすることができない｡また,親がわりの施設の職員は定年がくれば退
職していくため,年配者の死を見ることがない｡また,施設から出て実際にその子が大人
になり家庭を持ったとしても,家庭の作り方,子育ての仕方が分からない｡父親 (両親)
が仕事をして帰ってくるという姿を知らないし,父親が稼いだお金で家族が生活している
ことも感じられない｡要するに施設においては,人間生活の姿そのものが見えない｡今自
分が勉強している意味,働いている意味さえも分からなくなってくる｡｣
人間は本来,家庭という組織の中に生まれ育っ｡そして,人間生活の姿や社会の仕組み
などは家庭の教育力の下に,児童が家庭の中で自主的又は無意識に学んだり,感じたりす
るものであり,現代社会もそれを前提として動いていることが多い｡また,家庭の教育力
は,精神的な成長や安定にも大きく影響すると思われる｡児童相談所の職員の話から,家
庭の教育力は児童の成長に大きな影響を及ぼしており,それを施設で補うには無理がある
のではないかと感じた｡
また,ある里親は次のように話していた｡
｢里子 (里親委託された児童を里子とも言う)が家に来て一緒にお風呂に入ろうと思っ
たら,初めはお風呂を恐がってすごく泣いたんです｡施設 (乳児院)では,先生が服を着
て小さな洗い場でシャワーを使って子どもの体を洗う程度でいっも入浴を済ましてしまっ
ているのね｡だから,大人の人が裸になっているのや,大きなお風呂に沢山のお湯が張っ
てあるのがすごく恐いみたいね｡｣
上のような事例は,松本がいう施設生活のなかの合理化の1つであるといえる｡日々の
入浴時に私たちは,当たり前のように服を脱ぎ全裸になるし,日本人である私たちは,か
まに水を張り沸かして風呂に入るのは当然のことである｡にもかかわらず,児童がそれを
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驚いたり,恐がったりするという事実は大変衝撃的である｡子どもが親と一緒にお風呂に
入るという行為にはとても大きな意味があると思う｡それは,性教育の場であったりする
わけで,そのような時間は,児童の健全育成 ･発達に大きく影響していると思われる｡
このように里親制度の必要性については,古くから多くの人の見解がある｡しかしなが
ら後で示すように,里親制度は順調な発展をとげていない現実がある｡それは,この制度
が養子縁組の方法として利用されていることに要因があるのかもしれない｡要保護児童が
里親の養子となり愛情ある家庭の中で成長していくことは,児童にとって非常に幸せなこ
とである｡反面,里親制度が児童福祉法に導入されたことの目的は養子縁組のためではな
いことの認識が必要と思われる｡
3.里親制度の大要
里親制度がはじめて法律に規定されたのは,1947(昭和22)年に制定された児童福祉法
においてである｡それまでは一時的に児童を預けるものとして,私的な里親が広く存在し
ていた｡このような里親の他に民間施設から児童を委託されていた里親が,明治期から昭
和の初期にかけてかなり存在していたと松本武子 『里親制度』7)に述べられている｡
児童福祉法の内容を受けて里親制度の運用は,昭和23(1948)年10月4日厚生省通知
｢里親等家庭養育の運営に関して｣によって行われてきた｡しかし,近年における社会情
勢の変化,民法等の改正により,新たに ｢里親等家庭養育運営要綱｣が定められ,昭和63
(1988)年1月1日から施行された｡なお,｢里親等家庭養育の運営に関して｣は,これに
伴い廃止された｡そして,｢里親等家庭養育運営要綱｣は,｢里親等家庭養育運営について｣
により厚生省事務次官から各都道府県知事及び各指定都市市長あてに通達されたが,その
実施に関しては ｢里親等家庭養育運営要綱の実施について｣に留意事項が示されている｡
現在の里親制度の大要を ｢児童福祉法｣,｢里親等家庭養育運営要綱｣及び ｢里親等家庭
養育運営要項の実施について｣(｢児童福祉法｣,｢里親等家庭養育運営要綱｣,｢里親等家庭
養育運営要綱の実施について｣はそれぞれ,法,要綱又は実施についてと略称することに
する｡)により見ることとする｡
(1)里親の要件
里親とは,保護者のいない児童又は保護者に監督させることが不適当な児童であると認
められる児童を養育することを希望する者であって,都道府県知事が認めた者をいう (要
綱第2)｡ここで,保護者とは親権を行う者,後見人その他の者で,児童を現に監督する
者をいい (法6),児童とは18才に満たない者をいう (法4)0
里親になることを希望する者は,居住地を管轄する児童相談所又は福祉事務所を経て,
都道府県知事に里親申し込みを提出する (要綱第5)｡申し出を受理した児童相談所長又
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は児童福祉事務所は,その家庭に児童福祉司等を派遣したり,児童福祉事務所若しくは児
童委員に調査を頼む等の措置を採り,調査を行なった上,その適否を明らかにする書類を
里親申し込みに添付して,都道府県知事に提出しなければならない (実施について第1章
第3-1)｡都道府県知事は,都道府県児童福祉審議会の意見を聞きながらその適否を明
らかにする (実施について第1章3-2)｡里親申し込み者の調査事項 (実施について第
1章3-1)は次のようになっている｡
(7)里親申し込み者についての調査事項
職業,動機,児童養育の熱意及び方針,健康状態など
抑 里親申し込み家庭についての調査事項
家族構成,家庭の経済状況,住居の状態など
(ラ) 近隣の地域的,社会的状況
的 その他必要と思われる事項
里親として登録された者は,児童を委託していなくても｢里親｣とよばれる (要綱第8-
1)｡なお,知識,経験を有する等児童を適切に養育できると認められた者には,必ずし
も両親がそろってなくても里親として認定される (実施について第1章第3-2)0
(2)里親委託の手続き
保護者のない児童又は保護者に監督させることが不適当であると認める児童は,14才以
上の犯罪少年を除き福祉事務所又は児童相談所に通告されることになる (法25)｡福祉事
務所,児童相談所に通告された児童及び相談に応じた児童,その保護者に対しては,児童
福祉事務所長又は児童相談所長は,児童又は保護者を社会福祉主事,児童福祉司,児童委
員等に指導させる (法25の2-2,法26-2,法27-2).しかし,それが不可能もしく
は不適当な場合には,母子寮,保育所への入所の措置を採り,さらに里親委託,保護受託
者への委託又は各児童福祉施設への入所を適当と認めるときは,児童相談所長は (福祉事
務所長は,児童相談所に児童を送致した上),これを都道府県知事に報告 しなければなら
ない (法26-1)｡都道府県知事は,児童相談所長に対して児童を里親に委託する権限を
できるだけ多く委任することが望ましい (法32)｡委託については,児童福祉法の規定に
より通告若しくは送致された児童又は相談のあった児童について,必要な調査,判定を行っ
た結果,その児童が里親に委託されることが適当であると認められてはじめて里親委託が
行なわれる (実施について第1章第4-1)0
(3)里親に児童を委託するための要件
(7)保護者の同意
児童に親権を行う者 (福祉施設の長を除く)又は後見人があるときは,その者に反して,
児童を委託することはできない (法27-4④)｡ただし,保護者が,児童を虐待し著しく
その監督を怠り,その他保護者に監督させることが著しく当該児童の福祉を害する場合に
-45-
おいては,児童の親権又は後見人の意に反しても家庭裁判所の承諾を得て,里親に児童を
委託することができる (法28-1)0
(J)委託の禁止
都道府県知事は,三親等内の児童を現に養育し又は養育しようとする者に対しては,そ
の児童につき里親委託の措置をとってはならない｡ただし特別な事情がある場合にはこの
限りではないとしている (要綱第6-3)｡特別な事情がある場合とは,その児童を施設
に入所させるか又は他の里親に委託するよりも,その伯父,伯母等の養育によって児童の
養育がより適正に行なわれる場合であり,かつ,その伯父,伯母等が生活保護法の適用を
受ける等その児童を養育する資力に乏しい場合である (実施について第1章第4-8)0
(T)) 養育児童総数の制限
里親家庭において養育される児童の総数は,現に里親と居住を共にする児童を含めてお
おむね6人以下とすること (実施について第1章第4-6)0
(⇒ 共同委託の可能性
都道府県知事は,児童が兄弟姉妹である等必要と認められる場合には,同時の措置によっ
て,1つの里親に対して2人以上の児童を委託して差し支えない (実施について第1章一
8)0
(4)委託の解除･停止 ･変更
都道府県知事は,里親委託の措置を解除し,停止し,若しくは他の措置に変更すること
ができる｡この場合には,児童相談所長,都道府県児童福祉審議会の意見を聞かなければ
ならない (法27-4⑦)(実施について第1章5)0
(5) 里親家庭における児童の養育
里親は,児童に対して自己の子に比して差別的な取り扱いをしてはならない (実施につ
いて第1章第5-1(1)｡また,里親は児童を酷使し又は児童の保健,教育その他の児童
の福祉上好ましくない用務に使ってはならない (実施について第1章5-1(2)0
(6)里親への指導 ･研修
都道府県知事は,児童相談所を通じて,現に児童を委託されている里親のみならず児童
を委託されてない里親に対しても,児童の養育方法の研修を行い,又は研修を受けるよう
指導に努めること (法第30-2)(要綱第8-1)｡都道府県知事は,指導担当者に,定期
的に里親に対する指導をさせること (要綱第8-2)(実施について第1章第6-1)｡ま
た,指導した事項は児童相談所長に報告し,必要があれば都道府県知事に報告すること
(要綱第8-3)(実施について第1章第6-3)｡なお,指導した事項について里親がこ
れを遵守しない場合,指導担当員は,児童相談所長を経て都道府県知事に意見を添えて報
告すること (実施について第1章第6-4)0
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(7)短期里親委託
里親制度には,大きく分けていわゆる普通の里親の形態である長期里親制度と短期里親
委託制度とがある｡短期里親制度については,国は昭和62年の児童福祉法改正前の昭和49
(1974)年に厚生省児童家庭局長に ｢短期里親の運用について｣を通知し,この制度を設
けた｡短期里親制度は,母親の出産や急病の理由により家庭で養育できなくなった児童を
一時的に,おおむね1カ月から1カ年の期間の予定で養育するものである｡ただし,短期
里親の枠をおくことは都道府県の任意となっている｡
短期里親委託制度については,一時的な委託という性格を考慮するために,｢短期里親
の運用について｣に次のような留意事項が規定されている (｢短期里親の運用について｣
は短期と略称する)0
(7)対象児童
保護者の疾病,傷害,拘禁等の理由により,おおむね1カ月から1年の期間,保護者に
監督させることが不適当であると認められた児童を対象とする (短期1)0
(j)短期里親の認定及び登録
認定にあたっては,できるだけ両親がそろっているほうが望ましい｡しかし,そろって
いなくても,児童養育経験があり児童を適切に養育できると認められる者については,短
期里親として認定される (短期1(1)｡短期里親の登録期間は2年間とし,2年を通過し
た短期里親については児童相談所はその家庭状況等の再調査をすること (短期1(2)｡短
期里親の登録にあたっては,従来の里親登録にその旨を表示し,その区分を明確にするこ
と (短期1(3)0
(,)) 児童の委託
児童を短期里親に委託する措置をとるにあたっては,生活環境の変化を最小限に押さえ
るようにできるだけその保護者の住居地の近くの短期里親に委託することが望ましい (短
期3(1)｡短期里親に児童を委託する場合,緊急を要するケースが予測されるが,社会福
祉主事,児童委員等はあらかじめ児童相談所長に電話等の連絡で了解を得ることによって,
仮委託として処理する等弾力的な運用を配慮すること｡なお,児童相談所長は,児童,保
護者の状況を調査し仮委託後すみやかに短期里親委託に切り替えるものとする (短期3(2D｡
児童相談諸所長は短期里親と保護者の連絡を密にするように努めさせ,児童の養育に閲し
必要な指導をするものとする (短期3(3)0
(⇒ 短期里親の普及について
短期里親制度は,一定の期間だけその家庭を離れて生活しなければならない児童を,一
時的にその地域内の家庭に委託して養育し,より健全に育成しようとするものであるから,
短期里親は,福祉事務所ごとに,その地域の事情に即した数名の里親登録があることが望
ましい (短期4(1)｡また,里親月間等を利用して本制度の一般への周知を図り,新たな
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短期里親の開拓に努めること｡ そして,既に登録されている里親についても,短期里親と
して児童を養育する意思の有無を確認すること (短期 4(2)0
この他の里親活動として,養護施設にいる児童を,お正月やお盆,週末等を利用 して里
親の家庭に2-3日間宿泊させ,家庭生活を体験することにより,児童の社会性や情緒の
育成を図る活動がある｡
(8) 里親委託費
里親は施設と同じように親に代わって児童を育てる仕事とされており,児童の年齢に応
じて,一般生活費や教育費など,<表 1-1>のように決まった額が委託費として国から
<表1-1> 国の里親委託費支給額 (児童1人当たり)(平成7年度)
(厚生省 r児童保護措置手帳1995Jより)
種別経費の種目 里 親
生 活 諸 費 月額 (一般分)47,640円 (乳児分)48,030円
生宿請費以外 教 育 費 月額 (一般分)小学校2,090円 中学校4,150円 盲学校ろう学校養護学校
の高等部4,150円
(加算分)1.教材代の実費 2.通学のための交通費の実費 3.教護院
の教材費 小学校該当児190円 中学校該当児270円 4.教
護学校等の高等部に入学する費用50,000円
見学旅行費 年額 小学校6学年20,300円 中学校3学年55,500円 盲学校,ろう学校,
養護学校の高等部3学年,高等学校3学年108,300円
入学支度金 年額 小学校1学年進学児童39,200円 中学校1学年進学児童45,800円
特別育成費 月額 高等学校在学児童 (公立)22,100円 (私立)32,720円 (入学時)50,
の事莱費 500円
期 末一 時扶 助 費 年額 5,080円
職業補助費 月額 通所のための交通費実費教科書代等4,800円
就職支度金 1 件あたり 51,000円さらに住居費及び生活諸費の経費を加算135,120円
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支給される｡この表に定めるもののはか,里親には児童1人につき委託手当てとして月額
24,000円が支給され,新規に委託したときには,委託児童1人につき委託開始月に31,500
円が加算される｡里親委託費は国からだけではなく,都道府県からも支給される｡しかし,
その費用はそれぞれの都道府県により格差がある｡
(9)養子縁組と養育里親
里親には2つの型がある｡その1つは養子縁組を目的として児童を養育する,いわゆる
養子縁組里親と,もう1つは養子縁組を目的としないで一定の期間実の親に代わって児童
を養育する養育里親である｡わが国では前者が多く,養子の欲しい人が里親になるという
考え方が強い実情にある｡ 特に特別養子縁組制度が制定されてから,その傾向は強くなっ
ている｡そういう意味でも,里親制度と養子縁組制度は密接した関係にあり,養子縁組制
度なくして里親政策について議論することは無理に等しいと考えられる｡そこで,次に参
考として民法 (｢民法｣は民と略称することにする)における養子縁組と特別養子縁組み
の概要についても記す｡
(D 普通養子縁組
･普通養子縁組の考え方
民法第729条以下において規定する養子縁組のことで,昭和63(1988)年に特別養子
縁組が成立するまでは,養子縁組はこの規定によるものだけであった｡普通養子縁組は
当事者の合意による届出で成立し,養子は養親の嫡出子としての身分を取得すると同時
に,実親との法的な関係も継続するなど,従来の養子縁組制度を内容とするものである｡
特別養子縁組の制定以後,特別養子縁組に対し普通養子縁組と呼ばれるようになった｡
･普通養子縁組の時期と方法
未成年の者を養子とするには,養子となるべき者の居住地の家庭裁判所の許可を得な
ければならない (民791)｡専属又は年長者を養子とすることはできない (民793)｡配偶
者のある者が未成年を養子とするには,原則として配偶者とともにしなければならない
(民796)0
･普通養子縁組の申立と成立
養子となる者が成年の場合は,養親となる者と養子となる者の双方が養子縁組の届出
を出し,受理されることで成立する｡養子となる者が未成年の場合は,養親となるもの
に申立の権利がある｡ 審判は,縁組が養子の福祉にかなうものであるかどうか,申立人,
その他の関係者に対し書面による照会や呼び出しが行なわれ審査される｡審判の判定ま
で約半カ月から1カ月位の期間を要し,許可された場合は,縁組許可審判書の謄本によ
り申立人に告知される｡なお,審判が却下された場合には,申立人は即時抗告をするこ
とができる｡
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･普通養子縁組の戸籍
養子縁組の届け出･受理により養親の戸籍に入籍する｡父母欄には,実父母欄がその
まま残り,さらに,養父母欄を設け,その名前も併記される｡続柄については,養子で
あることが明示される｡
(塾 特別養子縁組
･養子縁組の考え方
これまでの養子縁組は契約によって成立する親子関係であるが,特別養子縁組は,秦
子となる児童の福祉を図ることを最優先とし,裁判所の審判によって成立する親子関係
である｡特別養子縁組は,昭和63年1月1日から新設された養子縁組制度である｡特別
養子縁組は,家庭に恵まれない児童を対象に ｢子どもの福祉のため｣養親と養子との間
に,実の親子と同様な強固な関係を作ることを目的としている｡普通養子縁組とは違っ
て,実親との法的な親族関係が終了し,原則として,離縁ができないなどの特徴がある｡
･特別養子縁組の時期と方法
養親となるべき者の居住地の家庭裁判所の審判により,養子と実方の父母及びその血
族との親族関係を終了させ,特別養子縁組を成立させることができる｡この場合養親と
なる者が養子となる者を6カ月以上の期間監護した状況を考慮するものであること (氏
817-2,8)｡特別養子縁組は,父母が養子となる者の監護が著しく困難又は不適当であ
ること,その他特別の事情がある場合において,子の利益のため特に必要があると認め
たときに,これを成立させるものである (民817-7)｡特別養子縁組の成立には原則と
して養子となるべき者の父母の同意がなければならない｡ただし,父母がその意思を表
示することができない場合又は父母による虐待,悪意の遺棄その他養子と.なる者の利益
を著しく害する事由がある場合は,この限りではない (民817-6)｡養子となるべき者
は,6才未満でなければならない (民817-5)｡養親となる者は,配偶者のある者でな
ければならない｡また,夫婦の一方は,他の一方が養親とならない場合は,原則として
養親となることができない (民817-3)｡25歳に達していない者は,養親となることが
できない｡ただし,養親となる夫婦の一方が25歳に達していない場合においても,その
者が20歳に達しているときにはこの限りではない (民817-4)0
･特別養子縁組の申立と成立
特別養子縁組の申立をしてから成立までの流れは,次貢<図1-1>のようである.
特別養子縁組の成立においては,民法817-8条に ｢父母が養子となる者を6カ月以上
の期間監護した状況を考慮するものであること｣とあるが,これは,特別養子縁組を希
望する者が,初めに里親登録をすることで,里親委託というかたちで児童を斡旋される
ことによって行なわれる｡特別養子縁組が成立することによって,里親委託措置は解除
される｡
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･特別養子縁組の戸籍
特別養子縁組の戸籍は,届出をすると実親の本籍地で養親の氏で特別養子を筆頭者と
する新戸籍が編成され,直ちに特別養子を新戸籍から養親の戸籍に入籍する｡なお,実
親の本籍地で編成された新戸籍は除籍される｡戸籍の表示は父母欄には養親だけの名前
が書かれ,養子は長男とか長女 (嫡出子)という表現になる｡ただし,養親の実子にな
るわけではなく,戸籍の身分事項欄には特別養子であるように記載される｡
<表1-2> 特別養子縁組と普通養子縁組
特別養子縁組 普通養子縁組
成 立 家庭裁判所の審判 当事者の合意に基づく届け出
成 立 条 件 子供の利益のために必要なものであること なし
試験養育期間 6カ月以上 不要
実父母の意思 原則として父母の同意が必要 15歳未満の養子につき法定代理人の承諾と監護者の同意が必要
養親となれる者 原則として25歳以上 夫婦ともに養親となる 20歳以上 独身者も可
養子となれる者 原則として6歳まで 養親より年長でないこと 養親の尊属ではないこと
実親 との関係 断絶する (近親婚制限を除く) 継続,親権のみが養親に移る
戸籍上 の記載 長男 .次女などと記載 (養子であることが一目で分からないようにする) 養子と明記
離~_ 縁 子の利益に限り必要な場合に限り,戟 当事者の合意があれば原則として自由
以上のような里親制度のは定められており,その運営の基本方針は,｢里親等家庭養育
運営要綱｣及び ｢里親等家庭養育運営要綱の実施について｣に基づいて行われているが,
実際には,都道府県の独自の考え方によって具体的な制度の運営が行われている｡したがっ
て法上の里親制度はひとつだが,その取り組み方は都道府県単位によって大きく異なる｡
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養 親(申立人)
縁組あっ
せん (里親
委託中)
⑥､三:::-:ti嘱託
⑧審 判書謄本送付
養 親
実 親
養育 …養子となる子ども…
｢特別養子縁組申立書｣
添付書類～戸籍謄本 (養親,養子と
なる子ども,実親)
住民票の写し
????
????
? ? ????〔?
～養親の住所地の管轄
縁組み用件の有無
養育状況
実親の同意など
裁判官の判断の基準
要保護性
適 格 性
適 合 性
⑨ (即時抗告期間-2週間)
1
⑬ 〔審判確定〕
⑪ 審判警 _FP禦 一一一-''--:I:'
′′一′′′■′
養 親 一
⑫ 通 知
実親の本籍地
の戸籍係
児童相談所 ▲′
i
里親委託措置解除
(審判確定日付)
⑪ 通 知
?
? ?
?
?
?
?? ?
審判に対し不服があれば抗告できる
確定後10日以内
添付書類～審判書謄本 (省略謄本でも
可),審判書確定証明書
※養子の戸籍謄本を求められる場合が
あるが,受理要件ではない｡
～届出受理 (戸籍事務管掌者)
養親の戸籍に入り,養子は嫡出子の
身分を取得する｡
<図1-1> 特別養子縁組が成立するまで
(上越児童相談所資料 ｢里親になるための手続き｣より)
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4.厚生省の統計調査から見た里親制度の実態調査
厚生省の全国調査 ｢養護児童等実態調査の概要｣,｢社会福祉施設等調査報告｣,｢社会保
障統計年報｣等から里親委託児童ならびに施設在所児童の実態を示し,分析 ･考察を加え
る｡
(1)里親委託状況の推移
<表3-1>里親委託状況の年次推移
[分析 ･考察]
里親制度が導入された昭和23年には,戦後浮浪児等も多く社会的養護のニーズが高かっ
たこと,児童福祉施設の整備が遅れていたことに加え,アメリカより派遣されたキャロル
博士の児童福祉施策への指導もあり,要保護児童の補導｡救済における里親制度の運用に
児童福祉司の活動は活発であったと松本武子 『里親制度の実践的研究』8)には述べられて
いる｡その後も里親制度の運用は盛んで,昭和33年には委託児童数が最高を示している｡
その後委託児童数は漸減し,平成7年には2,377人となった｡この数字は昭和33年の委
託児童数の25%にあたる｡総人口が増加する一方で,0-14歳の児童数は減少の傾向を示
し,平成7年の児童人口は昭和30年より978万4,270人,割合にして32.9%減少,要保護児
童は,6,219人,割合にして18.8%減少しているが,里親委託児童は昭和30年より6,792人
すなわち74%減少している｡里親委託の減少率は非常に高い｡要保護児童が里親制度が導
入されて以来51年,その経過を見ると児童人口及び養護施設入所児童数を勘案しても,壁
親制度の運用がいかに低調であったかが理解できる｡
里親制度が伸び悩んでいる要因として松本は,血縁関係を重視する日本人の国民性によ
り,児童を受け入れる寛容性に乏しかったことや家族観,児童観,その時代の社会風景な
どとの関係の他に次のように指摘している｡
｢児童福祉施策に対する行政のあり方ならびに社会福祉職の専門性について反省する余
地はなかったであろうか｡里親制度というコミュニティー･ケアに重点をおく施策をとり
ながら,これを推進する行政も国民も本気ではなかったのではあるまいか｡｣9)
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<表3-1> 里親委託状況の年次推移
(厚生省統計情報部編 ｢社会福祉行政業務報告｣より)
登録里親 児童受託里親 委託児童数 (B)/(A) 全国人口 人口10万に対す(A) (B) (千人) る委託児童数
昭和年 人 人 人 % 83,20097693438 5107211934_7 220 8258 人6.610294704327■｣5
24 4,153 2,909 3,278 70.1
25 7,429 4,859 5,448 65.4
26 9,166 5,944 5,717 62.2
27 ll,310 6,736 7,488 59.6
28 13,228 7,121 8,041 53.8
29 14,948 7,816 8,633 52.3
30 16,827 8,370 9,169 49.7
31 17,936 8,479 9,348 47.2
32 18,498 8,537 9,478 46.1
33 18,696 8,526 9,489 45.6
34 18,914 8,095 8,986 42.7
35 19,022 7,751 8,737 40.7
36 18,985 7,545 8,664 39.7
37 19,275 7,332 8,337 30.8
38 18,773 6,980 7,952 37.1
39 18,593 6,567 7,420 35.3
40 18,230 6,090 6,909 33.4
41 17,076 5,742 6,511 33.6
42 16,115 5,219 5,977 32.3
43 15,660 4,786 5,501 30.5
44 14,916 4,428 5,054 29.6
45 13,621 4,075 4,726 29.9
46 13,327 3,706 4,366 27.8
47 12,808 3,480 4,079 27.1
48 27,193 3,392 4,028 12.4
49 ll,374 3,333 3,986 29.3
50 10,230 3,225 3,851 31.5
51 9,703 ･3,117 3,687 32.1ノ
52 9,714 2,980 3,557 30.6
53 9,494 2,837 3,434 29.8
54 9,142 2,712 3,277 29.6
55 8,933 2,646 3,188 29.6
56 8,696 2,655 3,249 30.5
57 8,722 2,625 3,293 30.0
58 8,682 2,648 3,346 30.4
59 8,698 2,599 3,297 59.8
60 8,659 2,627 3,322 30.3
61 8,702 1,588 3,265 18.2
62 8,565 2,659 3,322 31.0
63平成元年 8,114 2,570 3,199 31.67841 44 06 5
2 8,046 2,312 2,876 28.7
3 8,163 2,183 2,671 26.7
4 8,122 2,159 2,614 26.5
5 8,090 2,083 2,561 25.7
6 8,044 2,029 2,475 25.2
7 8,059 1,940 2,377 24.0
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(2)要保護児童の現在の状況
<表3-2> 里親委託児,養護施設児,乳児院児の年齢別児童数 (平成4年度)
(厚生省児童家庭局 ｢養護児童等実態調査結果の概要｣より)
児 童 数 (人) 構 成 割 合 (%)
里親委託児 養護施設児 乳児院児 里親委託児 養護施設児 乳児院児
総 数0歳 2,67857 26,725 2,693954 100.021 100.0 100.0354
1歳 119 56 1,148 4.4 0.2 42.6
2歳 174 558 514 6.5 2.1 19.1
3歳 185 1,010 64 6.9 3.8 2.4
4歳 165 1,188 ll 6.2 4.4 0.4
5歳 145 1,316 1 5.4 4.9 0.0
6歳7 11831 1,495539 4.49 5.68
8歳 123 1,651 - 4.6 6.2 -
9歳 134 1,679 - 5.0 6.3 -
10歳 156 1,818 - 5.8 6.8 -
11歳2 13977 1,95605 5.266 7.31
13歳 148 2,201 - 5.5 8.2 -
14歳 159 2,404 - 5.9 9.0 -
15歳 176 2,247 - 6.6 8.4 -
16歳 134 1,526 - 5.0 5.7 -
17歳18歳以上 14295 1,314856 5.335 4.932
[分析･考察]
養護施設児 (正式には ｢児童養護施設｣であるが,ここでは ｢養護施設｣と省略する)
は全体の83.2%とかなり高い数値を示し,わが国の要保護児童の保護,養育は施設が中心
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となっていることが分かる｡0歳から4歳においては,養護施設児は45.3%,乳児院児は
43.3%であり,あわせて88.6%である｡これに対して里親委託は11.2%である｡5歳から1
0歳では養護施設児92.1%,里親委託児が7.8%となっている｡
この数字を学童期の児童の個別的処遇を重んずるイギリスにおける要保護児童の措置状
況10)(<図3-1>)と比較するとその差に驚かされる｡イギリスの要保護児童0歳から
4歳においては,施設ケア-が6%,里親委託が77%,養子縁組が8%,Homeontrial
とよばれる家庭復帰の試験期間が6%となっている｡5歳から10歳でも,施設ケア-は25
%に過ぎない｡
わが国の要保護児童養育において,施設での集団保護の割合が高く見られることに対し
て菊地は次のように述べている｡
｢一人ひとりの子どもの処遇には,個々の児童相談所のケースワーカーの力量と,主観
又は個人的意識も関係してくる｡すなわち,児童相談所に保護した子どもをどこで養護す
るか,施設なのか里親なのか,それとも養子縁組なのかということは,個々の児童福祉司
の判断や児童相談所の方針,そして地方自治体の施策に委ねられている｡しかし,多種多
様な児童相談を一手に引き受ける児童相談所においては,恒常的に職員が不足し,里親委
託に専門的に取り組めるゆとりや,体制をもっところは稀であり,ごく一部の児童相談所
を除いて,里親委託は 『片手間』にしか行われていない｡｣1)
<図3-1> イギリスにおける養護児童の措置状況
(平湯真人 r施設でくらす子どもたちJより)
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<表3-3>里親委託児,養護施設児,乳児院児の委託又は入所時の年齢別児童数(平成4年度)
(厚生省児童家庭局 ｢養護児童等実態調査結果の概要｣より)
児 童 数 (人) 構 成 割 合 (%)
里親委託児 養護施設児 乳児院児 里親委託児 養護施設児 乳児院児
総 数0歳 2,678295 26,7255 2,69315 100.0lip 100.02 100.0815
1歳 347 811 436 13.0 3.0 16.2
2歳 583 5,419 54 21.8 20.3 2.0
3歳 389 3,634 2 14.5 13.6 0.1
4歳 227 2,368 - 8.5 8.9 -
5歳6 15677 2,043405 5.866 7.690
7歳 88 1,682 - 3.3 6.3 -
8歳 88 1,514 - 3.3 5.7 -
9歳 69 1,334 - 2.6 5.0 -
10歳 49 1,177 - ･1.8 4.4 -
11歳2 417 1,01236 1.58 3.89
13歳 28 1,005 - 1.0 3.8 -
14歳 30 735 - 1.1 2.8 -
15歳 30 355 - 1.1 1.3 -
16歳 16 72 - 0.6 0.3 -
17歳18歳以上 15 44 0.6 0.2
平均年齢 4.4歳 6.4歳 0.5歳 ● ● ●
[分析･考察]
年齢別特徴をあげると次のことがいえる｡
① 里親委託される児童の年齢が0歳から6歳に多く,そのなかでも0歳から4歳の割合
は68.8%と高い｡そして,学童期は年齢が高くなるごとに里親委託が減少傾向にある｡
里親委託においては,性格や自我がはっきりと形成されておらず,新しい環境に順応L
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やすい低年齢の児童が望まれる傾向にあると予想される｡また,この年齢は,特別養子
縁組の制限年齢内であることも,数字に大きく影響していると思われる｡
(診 乳児院に0歳児で入所する児童が81.5%,1歳児では16.2%,2歳児では2.0%であり
里親委託においては2歳児で委託される割合が一番多いことから,乳児期は乳児院で保
護された後に里親に委託される場合が多いのではないだろうかと菊池は推測している12)0
③ 16歳以上になると里親委託及び養護施設の入所の双方において人数の割合が低く,18
歳においては0%である｡このことについて菊池は年齢が高い児童にとっては,保護さ
れる適当な場がないのではないかと指摘している13)0
乳幼児の割合が全体的に高いことから,養護問題が乳幼児に多く発生しているように思
われるが,実際には学童期や高年齢の児童にも養護問題が発生していると推測する｡要保
護児童は,常に保護,養護が必要な乳幼児が対象となってしまうことが,このような数字
となって表れているのではないだろうか｡学童期以上の児童に養護問題が発生したとして
ち,自分の意志を持ちはじめるこの頃の保護は難しい問題を抱えていると思われる｡
養護施設においては,2歳児の入所の割合が圧倒的に多い｡低年齢の児童を保護,養育
する場合,幅広い年齢層の児童がいる養護施設での保護より,低年齢の児童を専門的に保
護,養育できる乳児院の入所措置のほうが適当であるように思われるが,これについては,
次のように考える｡施設在所期間 (要保護の期間)が不確定な場合を想定すると,初めは
乳児院への入所措置を採り,その1,2年後に養護施設へ措置変更し,特定の大人との関
わりが大変重要なこの時期の児童の人間関係や生活に変化を与えるよりも,初めから養護
施設に入所させ同じ施設でなれ親しんだ仲間や保育士たちと長い間生活させることが児童
のよりよい発達につながると考えられているためではないだろうか｡
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<表3-4> 里親委託期間又は養護施設児,乳児院児の施設在所期間別児童数 (平成4年度)
(厚生省児童局 ｢養護児童等実態調査結果の概要｣より)
児 童 数 (人) 構 成 割 合 (%)
里 親 養 護 乳児院児 里 親 養 護 乳児院児委託児 施設児 委託児 施設児
総 数1 年 未 満 2,678545 26,7254564 2,693126 100.024 100.0171 100.064
1年以上-2年未満 334 3,608 803 12.5 13.5 29.8
2年以上-3年未満 240 3,025 229 9.0 ll.3 8.5
3年以上-4年未満 179 2,512 26 6.7 9.4 1.0
4年以上-5年未満5 1212 年 以 上 174963241 2,1939301415 3 6.53 190 8.23513 0.1
[分析 ･考察]
期間は,いずれも1年未満が最も多く,長くなるに従い児童数が漸減している｡平均期
間は,里親委託児が5.2年,養護施設児が4.7年,乳児院児が0.9年となっている｡
児童が短期で里親委託され,その後家庭復帰できているならば望ましいが,1,2年で
その他の措置に変更されていることも予想され,そうなると要保護児童にとってはかなり
厳しい現状だと思われる｡これに対して菊地は ｢里親委託では,2年以上5年未満の長期
でもなく短気でもない中間里親委託が比較的少なく,里親委託期間が5年以上の児童が45
%と多いことから,1年未満から2年未満の短期の里親委託の33%はおそらく養子縁組を目
的とした乳幼児の里親委託ではないだろうか｣14)と分析している｡また,平成 6年度の統
計では,里親を解除したケースの57.8%が養子縁組のためであった｡このことから菊地は
｢里親委託期間が5年未満のものにも養子縁組を予定している子どもがかなり含まれてい
て,それ以外の子どもの多くは長期に里親家庭で養育される傾向があるのではないか｣15)
と述べている｡
児童の要保護期間が長期になると予測される場合でも,里親委託ではなく施設で子ども
を預かって欲しいと希望する保護者は少なくない｡だが,12年以上もの間,家庭というも
のを体験することなく施設で生活した児童に,今後何らかの支障はないのだろうか｡
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<表3-5> 里親委託期間又は養護施設児,乳児院児の施設在所期間別児童数 (平成4年度)
(厚生省児童局 ｢養護児童等実態調査結果の概要｣より)
(単位 :人 (%))
里親委託児 養護施設児 乳 児 院 児
総 数 2,678(100.0) 26,725(100.0) 2,693(100.0)
家 庭 か ら 708(26.4) 19,451(72.8) 2,115(78.5)
乳 児 院 か ら 1,027(38.3) 4,678(17.5) 26( 1.0)
養 護 施 設 か ら 708(26.4) 879( 3.3) *
他の児童福祉施設から 44( 1.6) 536( 2.0) *
里 親 家 庭 か ら 86( 3.2) 293( 1.1) 3( 0.1)
*は調査項目としていない｡
[分析 ･考察]
2万人以上の養護施設児が一度施設に保護された後,里親委託に措置変更される割合は
わずか708人,26.4%にしかすぎない｡施設入所後も児童の生活プランや保護者の状況の
変化に応じて,児童の最善を考慮した処遇を再検討することも必要ではないだろうか0
また,何らかの理由により,里親委託から他へ措置変更される割合は次のようになって
いる｡
･里親家庭へ 86人 3.2% ･養護施設へ 293人 10.9%
･乳児院へ 3人 0.1% ･教護院へ 10人 0.4%
(厚生省家庭児童局 ｢養護児童等実態調査の結果概要｣より)
里親委託から教護院に措置変更されるケースが少しではあるが見られる｡児童が里親家
庭に順応できないストレスから犯罪行為に走ってしまうとも考えられ,里親委託の難しさ
を物語っているといえる｡里親委託から他の措置へ変更いったん委託された児童が,措置
変更になり他の里親又は施設に行くことは,児童に不安を与えることになる｡ しかし,そ
れが児童のためにやむをえない場合であれば,そうせざるを得ない｡その場合の措置変更
については,措置変更の決定と時期などにおいては細心な配慮を必要とする｡
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児童の里親委託に関して ｢里親等家庭養育運営について｣の第1章第6-2には ｢里親
に児童を託す場合,当該児童に最も適合する里親に委託するように努めること｣とあり,
里親養護達成の核となるのは,的確な里親に児童を委託することであるといわれる｡ 児童
の適性委託すなわちプレースメント(placement)にはその出発点から極めで陵重な配慮
と技術を要する｡そのため児童相談所には,里親委託に関して専門で熟達したケースワー
カーが必要となってくる16)o
少ない里親委託児のなかで,里親委託から施設などに措置変更される割合は14.7%であ
り,残る85.3%あまりは里親委託の目的を達成しているようである｡しかし,措置変更に
なった児童にとってはつらい状況である｡里親委託の失敗を未然に防ぐために行われるべ
き里親家庭の選択や委託後のサポートはどのように行われていたのだろうか｡
<表3-6> 年度別里親委託径路
(厚生省情報統計部 ｢社会福祉業務行政報告｣より)
理由年度総 数(A) 児 童 福 祉施 設 か ら受 託 家 庭 か ら受 託 そ の 他 年度末現在委託児童数(B) (B)/(A)
30 人 人 人 人 人 %3,038 1,515 1,347 540 9,111 33.3
33 2,493 1,078 1,004 371 9,489 26.3
36 2,111 837 945 329 8,664 24.4
39 1,621 570 762 289 7,420 21.8
42 1,222 491 530° 201 5,977 20.4
45 1,061 443 497 121 4,726 22.4
48 1,005 490 448 117 4,028 24.7
51 956 450 432 74 3,687 25.9
54 790 388 355 67 3,277 24.1
57 946 .416 469 61 3,297 28.7
60 930 472 382 76 3,322 28.0
63平成4 90780 4647 384255 5978 3,4552827 26.277
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<表3-7> 年度別里親への措置を解除した児童の状況
(厚生省児童家庭局 ｢養護児童等実態調査の概要｣より)
(単位 :人)
理由年度 保護者の必要がなくなり 帰 宅 養子縁組 満 年 逃 亡死 就 職 その他 総 数
30 463 342 498 33 - 681 2,017
33 479 413 545 32 - 650 2,119
36 366 409 404 28 - 714 1,921
39 220 499 244 ll 496 286 1,756
42 234 481 256 9 386 194 1,560
45 177 473 189 10 221 100 1,170
48 199 423 92 5 167 105 991
51 232 383 41 4 190 73 923
54 197 332 37 3 170 73 812
57 211 306 43 2 154 47 763
60 256 303 36 ll 108 60 774
63平成4 271196 36248 8079 51 1209 5731 89574
注 :里親制度の適応年齢は,満18歳までであり,解除理由の ｢満年｣とは,委託児童が満18歳
になり委託措置が解除されたことを示す｡
[分析 ･考察]
時代によって措置数 (P.54<表3-1>参照)や解除数に大きな波があるのは,その時代
風景と児童の保護,養護の在り方の考え方が大きく関係している｡昭和39年頃から解除数
が措置数を上回り年々その差が大きくなっている｡ これに対して松本は ｢昭和36年頃を境
として,要保護児童の措置の方法として措置期間である児童相談所の在り方が,里親委託
に消極的傾向にあったことを認めざるを得ない｣17)と指摘している｡解除理由について見
ると,昭和36年以降から措置解除総数中で ｢養子縁組｣によるものの占める割合が高くなっ
ている｡これについて松本は次のように分析している｡
｢里親委託が盛んであったときには,養護児童の生活保障をするために不幸な児童の養
護を受託するという,里親制度の本質を理解する里親が多かったのであるが,このような
養育里親が少なくなり,自家の繁栄のため養子縁組を希望する里親が多くなってきたとき
に,児童の委託が極端に減少 してきているということである｡養子縁組を希望する里親に
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とって注文通りの里子が容易に兄いだされないので,登録里親は増加 しても実際に委託の
成立する数は少なくなる｡ したがって,養護児童は乳児院または養護施設に措置され,壁
親制度の運用はますます弱体化するのである｡｣18)そしてこの頃から ｢要保護児童の生活保
障をするために不幸な児童の養護を受託する｣という里親制度本来の目的というものが失
われ現在にいたっているのであろう｡
また,措置解除後も児童相談所は,児童や保護者への精神的ケアなども含めた様々な援
助者として子どもの福祉が守られているか見守る必要がある｡
(3) 里親委託児,施設入所児の家庭の状況
<蓑3-8> 養護問題発生別児童数 (平成4年度)
(厚生省児童家庭局 ｢養護施設等実態調査の概要｣より)
養護問題発生理由 児 童 数 (%) 構 成 割 合 (%)
里親委託児 養護施設児 乳児院児 里親委託児 養護施設児 乳児院児
総 数 2,678 26,725 2,693 100.0 100.0 100.0
養 育 拒 否 568 1,131 142 21.2 4.2 5.3
父 母 の 行 方 不 明 468 4,942 300 17.5 18.5 ll.1
そ の 他 (未 婚 等 ) 248 1,199 822* 9.3 4.5 28.2
父 母 の 離~ 婚 241 3,475 101 9.0 13.0 3.8
棄 児 210 270 123 7.8 1.0 4.6
父 母 の 入 院 156 3,019 285 5.8 ll.3 10.6
父 母 の 就 労 143 2,968 242 5.3 ll.1 9.0
父母の性格異常.精神障害 140 1,495 234 5.2 5.6 8.7
父 母 の 死 亡 123 1,246 49 4.6 4.7 1.8
父 母 の 放 任 .怠 惰 120 1,920 72 4.5 7.2 2.7
破 産 等 経 済 的 理 由 81 939 77 3.0 3.5 2.9
父 母 の 拘 禁 57 1,083 94 2.1 1.6 3.5
父 母 の 不 和 39 429 101 1.5 5.7 3.8
父 母 の 虐 待 .酷 使 50 947 39 1.9 3.5 1.4
注 :822*は,両親未婚577,家族の疾病の付添38,実子出産33を含む｡
[分析 ･考察]
養護問題発生理由は,里親委託児,養護施設児,乳児院児いずれも ｢父母の行方不明｣
が上位を占めているが,養護施設児に多い理由が里親委託児にはあまり見られないものが
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ある｡ 養護施設児においては,両親が児童を養育したいと思っても ｢父母の入院｣,｢就労｣
などの理由で養育できない状況にある場合が多いのに対して,里親委託児においては ｢養
護拒否｣や ｢棄児｣が比較的多い｡このことに対し菊地は ｢委託に同意のしやすい理由が
里親委託児童に多く,同意の得にくいような理由は委託率も低くなっている.これらのケー
スは手間暇かけて里親に委託するようなことはせず,施設入所で処分される傾向を示して
いる｣19)と述べている｡
また,｢父母の虐待 ･酷使｣や ｢児童の問題による監護困難｣においては,里親委託の
割合が低い｡このような理由の場合,児童は心に深い傷を残しその対処が非常に難しいと
いわれていることから,複数の専門家が児童に関われる施設入所措置のほうがよいと考え
られるためであろう｡
(4)家族との関係
<表3-9>里親委託児に関する父母との交流関係及び里親委託時,養護施設,乳児
院入所時の保護者の状況 (平成4年度)
[分析 ･考察]
保護者との交流関係において ｢交流なし｣の割合は,里親委託児が84.4%と最も高く,
特に里親委託児において家庭復帰の難しさが示されている｡養護施設児においては21.5%,
人数に対して5,720人あまりの児童が家族との交流がない｡これらの児童達が短期の予定
で施設に預けられている児童なら大きな問題はないが,施設在所期間が長期の予定であっ
たり又は長期間施設生活を送っている児童であるならば,それらの児童に代替的家庭は必
要だと思われる｡
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<表3-9> 里親委託児に関する父母との交流関係及び里親委託時
養護施設,乳児院入所時の保護者の状況 (平成4年度)
(平湯真人 r施設でくらす子どもたちJよtJ)
里親委託児 養護施設児 乳児院児
実数(人) 構成割合(%) 実数(人) 構成割合(%) 実数(人) 構成割合(%)
総 数 2,678 100.0 26,725 100.0 2,693 100.0
交 交 流 あ り 404 15.1 20,978 78.5 1,948 72.3一 時 帰 宅 120 14444 30
読 面 会 129 4,211 1,466
関係 電 話 .手 紙 連 絡 155 2,323 142
交 流 な し 2,261 84.4 5,720 21.4 743 27.6
不 詳 13 0.5 27 0.1 2 0.1
保護 両 親 又 は 片 親 1,869 69.8 23,223 86.9 2,425 91.1
実 母 父 あ り 374 5,682 1,003
実 父 の み 352 8,745 283
実 母 の み 1,021 7,191 1,134
養 父 母 関 係 有 り 11 1569 30
者の 不 詳 1 36
両親ともなし.不明 806 30.1 3,489 13.3 241 8.9
親 族 あ り * 479 2,485 103
有蘇 親 族 な し * 148 394 17里 親 20 130 2
不 明 153 443 116
不 J 詳 6 37 3
注 :*親族には以下を含む :祖父母,養父母の親,兄･姉,義兄･義姉,伯父母,義伯父母,その他
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<表3-10-1> 里親委託児,養護施設児の今後の見通し別児童数 (平成4年度)
(厚生省家庭局 ｢養護児童等実態調査結果の概要｣より)
(単位 :上段/人,下段/%)
総 数 保護者の 親戚等の 自立まで 養子縁組 現在のま その他も と へ 家族へ 現在のま 又 は ま で は
復 帰 引き取り まで養育 里親委託 養育困難
里 親 2,678 125 4 1,474 947 18 110
委託児 100.0% 4.7% 0.1% 55.0% 35.4% 0.7% 4.1%
養 護 26,725 6,367 260 18,492 244 154 1,208
施設児 100.0% 23.8% 1.0% 69.2% 0.9% 0.6% 4.5%
<表3-10-2> 乳児院児の今後の見通し別児童数 (平成4年度)
(厚生省家庭局 ｢養護児童等実態調査結果の概要｣より)
(単位 :上段/人,下段/%)
総 数 保護者の 親戚等の 現 在 の 養子縁組 養 護施 設-へ その他
も と へ 家族への 乳児院で 又 は
復 帰 引き取り 養 育 里親委託
乳 児 2,693 785 27 882 530 372 142
院 児 100.0% 29.1% 1.0% 32.8% 19.8% 12.1% 5.3%
[分析･考察]
養護施設児においては両親又は片親が存在している場合が多く,保護者との交流がある
に高い割合を示しているが,今後の見通しとしては ｢自立まで現在のままで養育｣の割合
が圧倒的に多く,里親委託児と同様,養護施設児においても家庭復帰が容易にいかないこ
とを物語っている｡保護者が存在し交流がある場合であっても,児童がよりよく発達する
ための最善の処遇を今後も再検討し続けて欲しいと感じる｡
前述したように,近年では養子縁組を目的とする里親登録者が増加している反面,それ
に適当な児童,いわゆる両親や保護者を失ったことを理由として要保護になる児童が減少
しているため,委託がなかなか進まないという現状があり,昭和63年から民法に特別養子
-66-
縁組が制度化されてから特にそのような傾向は強くなっている｡里親委託児の今後の見通
しにおいて ｢児童の自立まで養育｣で養育の割合が最も高い割合であったのは,現在児童
が委託されている里親は,養子縁組里親登録者が増加する以前に里親登録した養育里親が
多いのではないだろうか｡委託されている児童の里親が比較的高年齢 (P.68<表3-11>
参照)であることからもそのように推測できる｡
また,養子縁組里親にも養子縁組に強くこだわらず,養育里親として子どもを育てるこ
とで自分たちの生活に幅を広げたり,また子育てに悩む人への子育て支援者として活躍し
て欲しい｡
(5) 里親家庭の状況
児童が委託されている里親家庭数2,194世帯 (100.0%)
その他49(2.2%)｢
児童福祉への理解から438(20.2%) 不 遇 な児童への同情から273(1.4%) 子どもを育てたいから735 養子を得たいため699 I
<図3-1> 里親申し込み動機別里親家庭敷 く平成4年度)
(厚生省家庭局 ｢養護児童等実態調査結果の概要｣より)
[分析 ･考察]
｢児童福祉への理解から｣｢不遇な児童への同情から｣｢子どもを育てたいから｣などの
動機は,大きな意味でとれば ｢要保護児童の生活保障をするために不幸な児童の養護を受
託する｣という里親制度の本来の目的にすべてが含まれ,里親制度の本来の目的が多くの
里親たちに理解されてると思われる｡養子縁組を目的とした里親が増加傾向にある現状に
あるなかで,このような結果が出たことについては,児童の今後の見通し (P.66<表3-
10-1><表3-10-2>参照)で前述したのと同様に,実際に児童が委託されている里
親には養育里親が多いことがあると推測する｡また,家族形態が変わりつつあるわが国に
おいて,昔のように自家の繁栄のためにどうしても跡取りが必要といった考えが薄れ,秦
子縁組里親であっても ｢子どもを育てる経験を持ちたい｣ということが里親を希望する第
-の動機となっているためではないだろうか｡
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<表3-11> 里親の年齢別里親家庭数 (平成4年度)
(厚生省家庭局 ｢養護児童等実態調査結果の概要｣より)
(単位 :上段/人,下段/%)
総 数 30歳未満 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-69歳 いない 不 詳
里 父 2,194 2 236 972 689 233 58 4
100.0% 0.1% 10.8% 44.3% 31.4% 10.6% 2.6% 0.2%
里 母 2,194 13 410 1,016 576 158 18 3
児童が委託されている里親の年齢は ｢40歳代から50歳代｣にかけてが最も多く｢30歳未
満｣の里親はほとんどいない｡新規里親登録においては養子縁組里親が増加し,それらの
里親に対しては委託が進まない一方で,児童が委託される養育里親は,年々高年齢化して
いると思われる｡40歳代から50歳代の里親たちからは,幼い児童を養育するのは体力面に
おいてかなりきついという声が聞かれる｡今後,里親委託推進に向けては,若い里親の開
拓が一つの大きな課題となると思われる｡しかしながら,委託児童養育においては,国や
都道府県からの児童養育における措置費だけでは賄いきれないことも多く,経済的にゆと
りがない場合が多い ｢30歳代｣や ｢20歳代｣の夫婦が里親になることは容易ではないとい
う現状もある｡
<表3-12> 里親家庭の年間所得 (平成3年度)
(厚生省家庭局 ｢養護児童等実態調査結果の概要｣より)
平均所得金額
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<表3-13> 住宅の所有状況別里親家庭数 (平成3年度)
(厚生省家庭局 ｢養護児童等実態調査結果の概要｣より)
(単位:上段/人,下段/%)
総数 自 家 公 営住宅 公社団住宅 給与住宅 借 家 間借 その他 不明
一戸建 集合住宅 一戸建 集合住宅
2,194 1,763 91 40 33 56 90 91 2 ll 17
100.0 80.4 4.1 1.8 1.5 2.6 4.1 4.1 0.1 0.1 0.8
経済状況や住宅状況は,里親として認定を受ける際にそれぞれ都道府県に審査される要
件項目の1つである｡里親家庭の所得が一般家庭と比較し特段の格差があるわけではない
が,住宅所有状況については,高い割合で一戸建を所有している｡
わが国で里親制度が発展しない要因の中で松本は,｢住宅も小さく,個室がないという
これらの条件は日本特有のものではない｡児童養護において里親制度を主たる措置方法と
している米国において,欧米人の里親の家が広大であるわけでもなく,収入の多い階層の
みであるわけでもない｡むしろ中流階級の階層に多いようである｣20)と述べている｡
家が広いか狭いか,使用してない個室はあるかないかということは,里親たなることを
希望させる1つのきっかけとはなるが,それは直接的なものではないと思う｡-しかし,所
得の面においては別である｡里親には公的な児童委託費が支給されるが,前述したように
それだけでは賄いきれない場合があるという声が多い｡例えば,ある里親は次のように話
していた｡
｢委託児童の姿勢が悪いため,医者に診断してもらったところ,姿勢の悪さは歯並びの
悪さからきているもので歯の矯正をすべきであると言われた｡しかし,歯の矯正は医療行
為でないため,公的な補助金は支給されない｡そのため実費で委託児童の歯の矯正をした｡｣
実子も育てながら里親になる場合,公的に支給されるお金では賄いきれない委託児童の
養育費が重なれば,かなりのお金が必要となってくる｡また,共働きをしている里親の場
合で,委託児童が乳幼児であれば,昼間の児童の養育者が必要になってくる｡しかし,香
託児童の幼稚園,保育園入園にかかる教育費,保育費に対する国からの公的な補助金は支
給されないため,里親が全額負担しなければならない｡このように考えると,金銭的な問
題は非常に大きく,里親になるかならないかに直接的に影響してくると思われる｡また,
金銭的なことを考えると,里親になれる条件がかなりせばめられてくることが伺える｡
以上本号として,都道府県における里親政策の取り組みについて次の機会に報告したい0
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?1) 松本武子 『里親制度』(相川書房 1997)p.ll
2) 同 上 p.ll
3) 平湯真人 『施設でくらす子どもたち』(明石書房 1997)pp.130-132
4) 同 上 pp.130-132
5) 同 上 pp.130-132
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